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要旨

• 産業別（分野別）生産性（multifactor productivity, MFP, or total 
factor productivity, TFP, and/or labor productivity, LP）の上昇率指標
を日本政府は作成・公表していない。

• （1）近年の日本経済の停滞状況の原因解明を含む構造の分析・
理解と対応策の検討の基礎となる基本情報のはずである。これが
一貫して不在という状況下で「成長戦略」を含む経済政策が策定・
実施されている。

• （2）産業別生産性上昇率の作成・その利活用を通じて、たとえば、
SNA統計の正確性・整合性・信頼性等を診断し、問題点・課題を探
ることができる。その素材であり、基礎となっている一次統計につ
いても同様である。とりわけサービス分野の各セクターについて
“output”の定義およびその計測が適切・正確かという設問にも直
面する。関連する産業別deflatorについても同様である。その意味
で、日本の経済統計全般の見直し・改善の起爆剤・触媒となり得る。

• ちなみに93SNAの冒頭の見出しは、The SNA as a system (p.1)であ
る。――the <output=input> conventionが維持されていれば、by 
definition, 生産性上昇率はゼロ。
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(1)産業別生産性上昇率指標の不在とその影響

• 多くの先進諸国とは異なり、日本ではいかなる政府部門もこ
れを作成していない。当然、定期的に作成・公表することもな
い。

• なぜか？作成に向けた検討もしていないのか？

• 内閣府は作成しないのか？総務省、経済産業省は？

• 統計委員会では作成に向けた（「指示」の発出の）検討をして
いないのか？総務大臣は？（統計法55条、56条）

• たとえば、SNAの基準改定時に、定期的に作成する・・・など
ということはないのか？
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• 政府は重要な指標だと考えていないのか？なぜ現状を放置してき
たのか？

• 重要だと考えても実現しないのか・・・？原因・障害は？近い時点
で実現するか？

• 日本経済停滞の原因究明に向けた基本的な素材情報ではないの
か？――誰もそのように考えないのか？求めないのか？

• どの分野で停滞が著しいのか？成長が著しい分野は？その原因
は何だと考えられるか？有効・適切な対応策は？――各分野と同
時に日本経済全体の成長・停滞の源泉の解明に向けた作業の基
盤となるはずである。「診断なくして処方なし・・・」という。

• 「成長戦略」の策定に本来不可欠な基本情報ではないのか？――
こういうものもなく戦略（政策）策定（が試みられている）という状況
は、EBPMの推進に向けた課題・障害の内容とその検討の重要性
を象徴している？
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• サービス分野の各産業の生産性の水準およびその上昇率
が低いという有力な通念が世界中で支配的である。本当
か？これが日本経済に関する見方を支配している？サービ
ス分野に対する「偏見」（？）の基盤となっている？――宿命
論・無力感の基盤ともなっている？――たとえば、1990年代
後半以降のアメリカ経済に関するBosworth and Triplett 
[2007, 416]の計測結果を参照。日本経済についても基本的
見方が変わるかもしれない？
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• たとえば、R&D資金の重点配分や教育政策との関連性・・・？
“residual”, “a measure of our ignorance”（後出）である点に注目す
ると、経済構造の転換・改革や職業訓練などに関わる諸政策の有
効性と妥当性に向けたEBPMの推進の基礎・土台となり入り口とな
る？

• 各種規制等の見直し。行政改革についても・・・？
• 指標作成に必要な統計を集めたdatabaseの作成・提供、さらにそ

の「需要」に応じた継続的改訂は？――それこそがuser needsに対
応したuser-orientedな姿勢の象徴であり、EBPMの推進に大きく貢
献する可能性？――SNA統計、さらにその基礎となる多様な一次
統計群の健全性の点検とさらなる充実につながる（feed-back）？

• もちろん、誰かが指標を作成すれば、それでOKということはない。
（次頁の(1)式にデータを入れれば求められる。）SNAなどと同様に、
正確性・整合性・信頼性等を診断し、改良・改善を目指す必要があ
る。――databaseの作成・提供を含めて並存・競合・open 
discussionと絶えざる変化の可能性。



(2)産業別生産性上昇率の作成・その利活用

• この指標の作成には、多くの関連統計を組み合わせて
活用する。残差であることもあって、利活用する諸統計
の「問題」「欠陥」「課題」等がここに集約される、という側
面がある。――体温や血圧・心拍数のようなもの？――
さらに、たとえば、長期間の上昇率指標がマイナスにな
るということは、問題性の象徴とみることができる。

•

（解説については、後出の付録1を参照）

• サービス分野の各部門を含む多くの産業部門の “output”の
定義と関連deflatorの計測に向けた関心が高まる？経済統
計全体の見直しと改善に結果する・・・？
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• 求められる指標を「技術進歩」の成果の程度と見る・・・という
視点には異論があるかもしれない。 “a measure of our 
ignorance”という有力な見方もある(たとえば、Zvi Griliches, 
R&D, Education, and Productivity: A Retrospective, Harvard 
University Press, 2000)。――前出の如く、その実質と決定要
因の解明に関心が向く？

• 各産業の生産性上昇率の信頼できる指標が得られると、そ
れを被説明変数とする決定要因の検討・研究が可能となる。
－－その成果を踏まえた多様な経済政策の検討・展開につ
いても同じ。中長期のマクロの経済政策や、「成長戦略」に向
けたEBPMの展開？
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(3)民間で作成されている？

• 政府自らは作成しないが、民間で作成されている・・・？
• 信頼できる適切かつ十分な内容か？利活用したか？
• 代表的なものの象徴が後出（付録2）の「JIP 2006から算出

した部門別TFP上昇率（1970-2002年平均、年率）」（深尾京
司・宮川努編[2008]『生産性と日本の経済成長』東京大学
出版会, 17頁の表1-3）。

• 「JIPデータベースは、データをウェブ上で公開したことによ
り、日米欧を含む世界中の経済学者によって利用されるよ
うになった。また、経済財政白書や通商白書などの政府刊
行物、経済財政諮問会議や産業構造審議会に提出される
資料、日本銀行、米国連邦準備銀行、OECDなどの分析レ
ポートでも利用されている」（iii頁）という。
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• 表に示された結果やこの研究全体の評価が関心事ではない。ここ
で注目するのは次の2点に関心を促すため。(1)ほぼ40％の部門
で30年間以上にわたる部門別TFP上昇率の年平均値がマイナス
であった。(2)この事実に著者たちが全く言及していないという現実。

• 1970-2002年だから、「失われた20年」と呼ばれる時期は半分にも
満たない。「『失われた20年』だから、生産性上昇率がマイナスの
分野がこんなに多いのだ」などと誤解してはいけない。生産性は
投入物（投入資源・材料等）に対する産出物の比率である。知識・
ノウハウ・技術等が退歩することはないから（あるとしても稀だか
ら）、一時期（たとえば、1年間）の上昇率指標がマイナスになるとし
てもこれほどの期間の平均値がマイナスになるのは奇妙である。
そんな分野がこれほど高い比率を占めるのは奇妙を超えて珍妙
ではないか？このようには、著者たちも利用者たちも考えなかった。
（関連解説の一端について付録2を参照。）
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• 各省庁の統計作成部署のみならず、政策立案部局、さらに
日本経済再生本部などでも、疑問・異論は提示されなかっ
た・・・ようである。（特別の関心についても同じ？）

• この表を含む産業別生産性上昇率に関する検討結果につい
て、誰かが疑問を抱いたとして、どこにその回答を求めたら
よいか？提出された結果に重要な違いが観察された際の対
応は・・・？誰に解説を求めたらよいか？――経済財政諮問
会議における麻生発言のような取扱いは・・・何処にも期待
できない？

• どこでも、関連統計の点検や、原因の解明作業は始まらな
い？――現実に始まっていない？統計委員会は何をした
か？内閣府は？
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(4) User視点に立つ有効な対応策の検討の必要性？

• 日本国民は、今後も、こういう指標、しかも信頼できる指標を
期待できないということか？指標が作成されるようになったと
して、誰がその信頼性を保証するのか？

• このような結果に反映されていると推測される、SNA統計や

その基礎となる１次統計群の正確性・整合性・信頼性等に関
する疑問・不安・不信につながらないか？

• この指標の作成・公表および活用に向けて、誰のinitiative、
いかなるmechanism想定されているか？これまで有効に作
動してこなかった原因・理由は何か？
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• 統計法第6条は、国民経済計算について、ＵＮの定める国際基準に
準拠するものと定める。1993SNAには2000年に実施された「平成7年
基準改定」で対応したとする。――準拠、実施の定義は？実施が不十
分な点はないか？誰が判定するか？

• Non-market sectorなどでのthe <output=input>conventionからの離脱
は？

• 93SNAではGDP統計を支出面中心から（付加価値から求める）生産面
中心への移行を推奨している。（期待できる推計値の正確性が主た
る理由）――日本のＧＤＰ統計もそろそろ、生産面への重点の移行を
考える時期・段階ではないか？ーー的確・正確な産業別生産性上昇
率の作成の前提条件ではないか？

• 産業別deflatorの整備・活用は統計の「体系的整備」の重大な一環で
はないか？産業別deflatorの作成・利用の現状、さらにそのdisclosure
の現状に、問題はないか？GDP（生産面）への移行の重大な制約・障
害になっていないか？産業別deflatorの改良・整備と表裏一体にある
とりわけ各サービス分野の“output”の定義を巡る議論も対応して本
格化する？
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「供給・使用表の枠組み活用」を開始？（付録3参照）

• 今回の基準改訂（2008SNAに対応）で、SUT (supply-use tables)の
枠組みを活用・・・とする。その実質的意味は？

• 93SNA manualのXV. Supply and use tables and input-output 
(pp.435~)のTable 15.1~15.3あたりのイメージでよいか？

• よいとして、そのサイズは？Supply of products, use of productsの
分類数は？実質的内容は既に決まっているはずだが、たとえば、
現行V表の生産物分類数と大きく異なるか？（ちなみに、国民経済
計算年報（平成24年版の付表4（Ｖ表）では、13に分類される製造
業を1つと数えると、11に分類されているにすぎない。より細かなも
のがあるか？）

• とりわけ、サービス分野に関して、分類等は変化するか？

• 「突合して調整」は、各財貨・サービスごとにか、合計額について
か？「財貨・サービス別」であれば、それが可能になる基本的要
因・理由は？

• いずれはＩＯ表に先行してSUTを作成する方向を考えているか？
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おわりに・・・

• 指標作成に必要な統計を集めたdatabaseの作成・提供、さらにその「需
要」に応じた継続的改訂は？――それこそがuser needsに対応したuser-
orientedな姿勢の象徴であり、EBPMの推進に大きく貢献する可能性？
――SNA統計、さらにその基礎となる多様な一次統計群の健全性の点検
とさらなる充実につながる（feed-back）？

• 誰かが指標を作成すれば、それでOKということはない。GDP(SNA)統計な
どと同様に、正確性・整合性・信頼度等を診断し、改良・改善を目指す必
要がある。――databaseの作成・提供を含めて並存・競合・open 
discussionと絶えざる変化の可能性。

• 産業別生産性（上昇率）指標の作成は、経済統計が全体として1つの
systemを構成するという側面を積極活用して、各統計の正確性・信頼性
などを相互checkし、統計の品質の改善に大きく貢献すると考えられてい
る。指標作成に向けた検討は？現状は、統計の「体系的整備」の要請に
対する積極的対応の期待を裏切るものではないか？

• 「体系的整備」に向けた活動は、いつ、どこで顕在化するか？誰が・・・？
活動（開始）に重大な制約があるとすれば、何か？対応策は？

• 産業別生産性上昇率指標の作成は一例であり巨大な氷山の一角かもし
れない。
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[付録1] p.418, (前掲表はp 416)
Barry P. Bosworth and Jack E. Triplett [2007] “Service Productivity in the United States: 

Griliches’s Service Volume Revisited”, in Ernst R. Berndt and Charles R. Hulten eds. 
Hard-to Measure Goods and Services: Essays in Honor of Zvi Griliches, NBER.
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[付録2]：JIP 2006から算出した部門別TFP上昇率（1970-2002年平均、年率）
出所：深尾京司・宮川努編[2008]『生産性と日本の経済成長』東京大学出版
会, 17頁の表1-3である
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この関連解説は三輪芳朗「よりよい政策と研究を実現するための経済統計の改善に
向けて：(6) Introduction and Guide」CIRJE-J-274の39-40頁より

• 表は、JIP2006から算出した部門別TFP上昇率（1970-2002年平均、年率）である。深尾他編[2008]の「第1章、日
本経済の成長会計分析」17頁による。JIPデータベースはJapan Industrial Productivity Databaseの略であり、
RIETI（経済産業研究所）のJIPプロジェクトの成果である。「JIPデータベースは、データをウェブ上で公開したこと

により、日米欧を含む世界中の経済学者によって利用されるようになった。また、経済財政白書や通商白書な
どの政府刊行物、経済財政諮問会議や産業構造審議会に提出される資料、日本銀行、米国連邦準備銀行、
OECDなどの分析レポートでも利用されている」（iii頁）。

• この表に示された結果は、研究プロジェクト全体の中心に位置し、これに基づいて多様なissuesに関わる研究が
展開される。

• 表に示された結果やこの研究全体の評価が関心事ではない。Aperitifである。この表とその位置づけに言及す
る目的は、(1)ほぼ40％の部門で30年間以上にわたる部門別TFP上昇率の年平均値がマイナスであった点と、
(2)この事実に著者たちが全く言及していないという現実に読者の関心を促すためである。

• 40%の分野で生産性上昇率がマイナスである点に注目して、「こんなに多くの分野でマイナスになるのはなぜ

か？」と戸惑う読者が少なくないというのが希望的観測である。しかしこの事実に著者たちは言及していない。
編者たちが「はしがき」に記す如く、（おそらくはこの点に関心が向かない人たちによって）広く利用されている。
1970-2002年だから、「失われた20年」と呼ばれる時期は半分にも満たない。「『失われた20年』だから、生産性

上昇率がマイナスの分野がこんなに多いのだ」などと誤解してはいけない。生産性は投入物（投入資源・材料
等）に対する産出物の比率である。知識・ノウハウ・技術等が退歩することはないから（あるとしても稀だから）、
一時期（たとえば、1年間）の上昇率指標がマイナスになるとしてもこれほどの期間の平均値がマイナスになる

のは奇妙である。そんな分野がこれほど高い比率を占めるのは奇妙を超えて珍妙ではないか？このようには、
著者たちも利用者たちも考えなかった。

• 「サプライサイドから見ると生産の拡大は、労働および資本サービスの投入増加の寄与とTFPの上昇の和で規
定される」とし、「生産性の尺度として、すべての生産要素（労働、資本、投入原材料）の組み合わせ1単位当た
りの生産量を測定するTFPを用いる」（深尾他編、2008、3頁）とする。「すべての生産要素（労働、資本、投入原
材料）の組み合わせ1単位当たりの生産量を測定するTFP」の上昇率の年平均値が40％の部門で30年間以上

にわたってマイナスであったという検討結果に、驚かず、違和感を感じることなく、報告書でもまったく言及せず、
結果を基礎として、多様なissuesに関わる研究を展開した。 20



[付録３]「供給・使用表の枠組み活用」を開始？

• 2016年12月公表の平成23年基準の推計結果公表に際して、2008SNAに対応し、その一環として「供給・
使用表の枠組み活用」を開始するとした。

• 「国民経済計算の平成23年基準改定に向けて」（平成28年9月15日）。その24頁の「活用のイメージ図」は
次頁。

• [供給・使用表の枠組み活用]：支出面と生産面のGDPは、概念的には一致。実際には基礎資料や推計ア

プローチの違いがあり、統計上の不突合が発生（支出面はコモディティ・フロー法、生産面は付加価値法
等により推計）

• 平成23年基準改定では、基準年以降、「供給・使用表(SUT)」の枠組みを活用することなどにより、統計上
の不突合を縮減させる取組を実施

• コモディティ・フロー法等から推計される財貨・サービス別の「中間消費」と付加価値法等から推計される
財貨・サービス別の「中間投入」について、財貨・サービスごとの特性を踏まえて突合・調整を図る

• こうしたSUTの枠組みを活用した調整は、「工業統計」（確報）等を用いて推計される「第二次年次推計」の
計数について、その翌年に「第三次年次推計」として実施

• （続く、年次推計の呼称と公表時期等については、略）

• SUTの実質的内容は？「枠組み活用」の実質的意味は？「枠組み」と強調する意味は？「活用」の意味

は？参照程度？期待される実質的効果は？統計上の不突合を縮減させることができる・・・？その理由と
メカニズムは？

• SUTは公表されるのか？「枠組み活用」の実質内容についてはどうか？

• 実質化のためのdeflatorは？ーーちなみに、GDPデフレーターという表現は、GDPおよびその構成項目に
対応するものとして用いられる。産業別・品目別のものではない。たとえば、国民経済計算年報（平成24
年版）24頁を参照。ーーその扱いは？産業別・・・？
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